
日時：令和6年8月22日（木）16:30
場所：Web会議システム「Zoom」

日本慢性期医療協会
定例記者会見
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慢性期医療をデザインする
寝たきりゼロに向けて、慢性期医療や介護が果たすべき役割を見直す。
目的、プロセス、アウトカムの視点でデザイン（改革提言）する。

アウトカム

慢性期治療病棟

病態を改善し、在宅復帰を促す

6病態（誤嚥性肺炎、低栄養、
脱水、褥瘡、尿路感染症、
その他の感染症）の治療
+
病態の急性増悪対応
（慢性期救急）

6病態の改善度、改善期間

プロセス

目的

寝たきりゼロへのデザイン

指標設定/測定

実践方法の確立

明確化

ポイント 身体拘束
（2024.6.26 第49回通常総会記念講演） 今回のテーマ
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本日の内容

身体拘束廃止をデザインする
〜今こそ、身体拘束ゼロ作戦を！〜

・目的   ：患者の尊厳を守り、身体機能を低下させない

・プロセス  ：身体拘束ゼロへの技術習得と密なコミュニケーション

・アウトカム ：最小化、ゼロ化を促進する時間単位の評価を
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目的 身体拘束はなぜ問題なのか
行動の自由を制限する身体拘束は、尊厳を損なう行為。

出所：令和5年度老人保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止の取組推進に向けた調査研究事業
        「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き 令和6年3月」

高齢者の「尊厳の保持」 身体拘束の具体的行為

前提

身体拘束

本人の自立した
その人らしい生活を支えるケア

尊厳の保持

本人の行動の自由を制限し、
尊厳を損なう行為

目指すべきケア
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身体拘束がもたらす弊害
身体拘束は、「される側」だけでなく「する側」にも弊害をもたらす。

出所：令和5年度老人保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止の取組推進に向けた調査研究事業
        「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き 令和6年3月」
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身体拘束の悪循環

出所：令和5年度老人保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止の取組推進に向けた調査研究事業
        「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き 令和6年3月」
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プロセス 2024年度診療報酬改定
身体的拘束最小化に向けて、体制整備が必須となった。

基準未達は減算40点

身体的拘束以外にも言及
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アウトカム 2024年度診療報酬改定
身体的拘束の実施有無が、より高く評価されるようになった。

点数は10%以上プラス

拘束時減算は20%拡大
ただし、減算の単位は1日
（1日も1時間も同じ）
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身体的拘束の見える化
診療報酬算定による身体的拘束のデータ検証が可能。
自施設の現状や目標などの見える化に活用できる。

認知症ケア加算による身体拘束実施率

加算1

加算2

加算3

合計

病院全体 特定機能病院 療養病床を有する病院 一般病院

出所：令和５年 社会医療診療行為別統計 令和５年６月審査分

(=身体的拘束実施回数/認知症ケア加算算定全回数)
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身体的拘束の経営への影響
認知症ケア加算は1日だけでなくほぼ継続的に算定する。
対象患者も多いため、身体的拘束の有無は経営にも影響を与える。

認知症ケア加算1 患者一人1月あたり点数

1-14日

15-30日

これまで 2024年度改定

=160点×14日

2,720点

2,240点

=30点×16日

480点

=180点×14日

2,520点

=34点×16日

544点

3,064点

=72点×14日

1,008点

=14点×16日

224点

1,232点

身体的拘束なし 身体的拘束あり

＋344点             
（+3,440円）

▲1,832点
（▲18,320円）

身体的拘束なし

対象患者一人
１月当たり点数

× 対象患者数
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身体拘束をなくすプロセス
診療報酬改定によりストラクチャーとアウトカムは明確にされた。
医療現場では、この二つをつなぐ技術向上と手続き強化が求められる。

身体的拘束最小化への枠組み

ストラクチャー

データの見える化と
診療報酬点数による評価

プロセス

アウトカム

身体的拘束最小化への体制整備

技術 手続き
ストラクチャーとアウトカムをつなぐプロセス

診療報酬：入院料への取組強化

診療報酬：認知症ケア加算のプラスとマイナス

・身体的拘束を最小化する技術
・法的リスクに備える手続き

済

済
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身体的拘束を最小化する技術
日慢協には「身体的拘束最小化」でなく「身体拘束ゼロ」を実践している
会員病院も少なくない。その具体的技術を習得できる場を設ける。

手引きの活用 具体的技術の習得

日本慢性期医療協会主催セミナー
令和6年10月22日（火）13:00-17:00

平成13年3月 令和6年3月見直し



身体拘束（緊急やむを得ない場合）の三要件
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法的リスクに備える手続き
身体拘束に関する法的リスクはある。ルール・手続きを定め、施設内お
よび患者家族との密なコミュニケーションを図ることが必要。

両面での判例が存在する 慎重な手続きが必要*

身体拘束をしたことの違法性

身体拘束をしなかったことの違法性

切迫性 非代替性 一時性

三要件に該当せずに、

三要件に該当するが、

本人・家族、本人に関わる関係者・関係機関全員での検討1

三つの要件と照らし合わせた慎重な検討2

本人や家族に対する詳細な説明3

三つの要件の再検討および該当しなくなった場合の解除4

*令和5年度老人保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止の取組推進に向けた調査研究事業
 「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き 令和6年3月」

担当職員個人（または数名）が判断しない

「切迫性」「非代替性」「一時性」を満たすケースは極めて少ない

身体拘束の内容、目的、拘束の時間、期間などの説明

要件に該当しなくなった場合には直ちに解除する
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身体拘束廃止をデザインする
「身体拘束ゼロ作戦推進会議」(厚生労働省 2000年）から24年が経過。
寝たきりゼロに向けても、身体拘束ゼロへの取り組みを推進する。

アウトカム

プロセス

目的

今こそ、身体拘束ゼロ作戦を！

指標設定/測定

実践方法の確立

明確化

ポイント 身体拘束

尊厳の保持
身体機能の低下防止

「身体的拘束最小化」から
「身体拘束ゼロ」への技術習得

最小化、ゼロ化促進へ
実施単位を1日から時間に

取組を停滞させないリスク対応
手続きとコミュニケーション

慢性期治療病棟

病態を改善し、在宅復帰を促す

6病態（誤嚥性肺炎、低栄養、
脱水、褥瘡、尿路感染症、
その他の感染症）の治療
+
病態の急性増悪対応
（慢性期救急）

6病態の改善度、改善期間



良質な慢性期医療がなければ
日本の医療は成り立たない

〜今こそ、寝たきりゼロ作戦を！〜
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